
沖縄県における水難事故の発生状況と対策について

令和７年４月

内閣府 沖縄総合事務局
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立入調査 届出業者

水難事故の現状 県警察が実施する各種対策

３ 関係機関・団体との連携

令和６年水難事故防止運動出発式

２ 県民や観光客に対する安全啓発活動

１ 海域レジャー提供業者への安全対策指導

令和６年水難事故防止推進協議会

海浜警ら活動 航空機における事故防止アナウンス

立入調査の状況

１ 過去5年における水難事故（470件）

発生場所
自然海岸における

事業者、個人別事故発生状況
自然海岸における
行為別事故発生状況

行政処分、指導件数立入調査件数、届出業者数

２ 過去５年における各地域の上位事故発生場所

水難事故防止対策 地域部地域課

救助訓練

３ 昨年（Ｒ６）の水難事故の特徴

〇 令和６年の水難事故の特徴として、場所については自然海岸での発生が多
く、態様については、県民は釣りや素潜り漁などの魚とり中の事故が、観光
客ではダイビングやスノーケリング中の事故が多いことが特徴となっている。
〇 マリンレジャーを取り巻く環境は、新アクティビティーが次々に出てくる
など常に進化しており、その状況に合わせて「水上安全条例」なども不断の
見直しを行っていく必要がある。
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スノーケリング, 

109件, 28.2%

魚とり, 90件, 

23.3%

ダイビング, 

69件, 17.8%

遊泳中, 38件, 

9.8%

水遊び, 4件, 

1.0%

通行中, 1件, 

0.3%

その他, 76件, 

19.6%

自然海岸, 387件, 73%

海水浴場, 31件, 6%

その他, 111件, 21%

個人, 291件, 75%

事業者, 96件, 

25%
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停止 公表 勧告 指導

場所 件数 区分 場所 件数 区分 場所 件数 区分 場所 件数 区分 場所 件数 区分

1
恩納村在真栄田
岬海岸

13件
自然
海岸 1

うるま市在伊計海
岸

8件
自然
海岸 1

糸満市在大度海
岸

10件
自然
海岸 1

宮古島市城辺在
新城海岸

15件
自然
海岸

石垣市在崎枝海
岸

6件
自然
海岸

2
恩納村在恩納海
岸

11件
自然
海岸 2

読谷村在残波岬
海岸

8件
自然
海岸 2

渡嘉敷村在とか
しくビーチ

7件
管理
海岸 2

宮古島市伊良部
在中之島海岸

9件
自然
海岸

石垣市在米原
ビーチ

6件
自然
海岸

3
本部町在「通称：
ゴリラチョップ」

10件
自然

海岸 3 北谷町在宮城海岸 5件
自然

海岸 3

糸満市在糸満漁港、

糸満市在喜屋武岬

海岸、那覇市在波之

上ビーチ

4件
港湾・漁港

自然海岸

管理海岸
3

宮古島市在与那覇

前浜ビーチ、シギラ

ビーチ
7件

自然

海岸 3 石垣市在石垣港 5件 港湾・漁港

1

本島北部 本島中部 本島南部 宮古島署管内 八重山署管内
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マリンレジャーに伴う人身事故の現状

3（第十一管区海上保安本部）
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ダイビングに係る事案の発生傾向

4（第十一管区海上保安本部資料を基に、内閣府沖縄総合事務局作成）

係留不備 16％

転覆 11％

浸水 11％

航行不能 32％

単独衝突 ５％

乗揚 21％

１～5m 21％

風速6～10m 53％

種別

風速11m～ 53％

１１人以上 21％

６～１０人 21％
１～５人 16％

０人 26％

発生時の乗船人員

風速

 ダイビングについては、海象が荒れる１０月から年末年始、さらに午前中の事案発生が多い。
 舟艇が関わる事案のうち、乗揚、係留不備、転覆、浸水などが約半分、故障等による航行不能が約３割を占め、その
約８割程度は波浪注意報等が発令されている中で発生。船長が自ら潜水し見張りが不在となり、潜水者の適切な
救助がなされなかったケースも。

火災 ５％



ダイビングに係る事案の発生傾向

5（第十一管区海上保安本部）

※ 平成３０年から令和４年までの事案



遊泳中／シュノーケリング中の事故の現状（参考）

6
（第十一管区海上保安本部）
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沖縄県水上安全条例の制定（平成５年）
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 平成５年、海域及び内水域における水難事故を防止し、海域等利用者の生命、身体及び
財産の保護を図るべく、「沖縄県水難事故の防止及び遊泳者等の安全の確保等に関する
条例」（以下「水上安全条例」という。）を制定。

＜条例制定の背景＞
 海洋レジャーの急速な普及以降、沖縄県の水難事故の発生は、平成４年に水難事故90件、死
者46人（人口10万人当たり事故発生率・死者数が全国1位）に至るなど、高水準で推移。特にダ
イビング事故については、全国の事故件数の１／３、死者数の１／４が沖縄に集中していた。

＜条例制定の経緯＞

 事故には、海洋レジャー提供事業者の指導員の不適切な指導が主な原因となっているものや、
水上バイク等のプレジャーボートの無謀操縦が原因となっていた事故が多く含まれていた。

 このような事故の中には刑事事件として立件できるものもあるが、それは事後的な措置であって
一般的な事故予防効果はあまり期待できない。

 このため、海洋レジャーに伴う水難事故を根本的に防止し、遊泳者等海洋レジャーを楽しむ者
の安全を確保し、海水浴場を管理する者、水上バイク等プレジャーボートの貸し出し事業者、ダ
イビング事業者等による総合的な事故防止対策を講じていくため、条例を制定。

 条例制定にあたっては、沖縄県内の海洋レジャー関係者等からも意見を聞き、実情に合った沖
縄県独自の条例案を検討。その後、平成5年9月の沖縄県議会定例議会にて可決され成立。



沖縄県水上安全条例の主な改正
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＜令和３年改正＞
 令和３年の改正により、県や海域等利用者の責務、不適切な業者を排除するた

めの欠格事由、条例違反に伴う行政処分等を強化したほか、届け出が必要な新
たな業種としてスノーケリング業を追加。

＜更なる改正の検討＞

 令和６年、令和６年７月24日、沖縄県警察本部地域部長の呼びかけにより法曹関
係、学識関係、マリンレジャー業界関係、保安関係、観光振興関係等各界の有識
者が参加する、「水上安全条例の改正に関する有識者会議」を開催。

 本県における水難事故の発生件数が、令和３年の条例改正以降も増加し、全国
的に見ても高い水準で推移していることから、水難事故防止対策の更なる強化が
急務であることから、水上安全条例の改正について議論。

 令和６年12月20日、「水上安全条例の改正に関する提言書」を公表。今後、パブ
リックコメント募集の上、条例改正案を議会に上程予定。



沖縄県水上安全条例における規制の概要（ダイビング関係）
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○ 潜水業者の事故防止等の措置（第１７条）
 潜水業者の義務（水難事故防止及び事故発生時の人命救助措置）
（１） 事業所ごとに、自ら潜水をし並びに潜水者を案内し及び指導する者（ガイドダイ
バー）を置くこと。
（２） 老朽、破損等により危険が生ずるおそれがある潜水具を潜水者に使用させない こ
と。潜水具を潜水者に使用させるに当たっては、これが正常に機能するかどうかにつ
いて事前に点検を行うこと。
（３） 潜水者が酒に酔った状態その他正常な潜水ができない状態にあるとき、又は潜水
技術が未熟で安全な潜水を行うことができないおそれがあると認められるとき は、その
者に潜水をさせないこと。
（４） 潜水者に危険が生ずるおそれがある場所において潜水をさせないこと。
（５） 公安委員会規則で定めるところにより、潜水者の名簿及びガイドダイバーの名簿
を備え、住所及び氏名その他必要な事項を記載すること。
（６） 潜水者に係る水難事故が発生したことを知ったときは、直ちに最寄りの警察署、交
番等の警察官に通報すること。

 潜水業者のとるべき措置（努力義務）
（１） 潜水者に係る水難事故を防止するため必要な潜水上の遵守事項を定めこれを潜
水者に遵守させること。
（２） 潜水者に水難事故等の非常事態が発生した場合において事業所又は案内に用
いる船舶に緊急連絡することができるような通信手段の整備。
（３） 水難事故が発生した場合において直ちに利用できるような方法で救命浮輪及び
ロープ又は救命ボート及びロープを備えること。
（４） ガイドダイバーの知識及び能力の向上。

○ プレジャーボート操船者の遵守事項（第19条）
（１） 海域及び内水域において、みだりに疾走させ、急転回させる等により、遊泳者そ
の他の海域等利用者に対し、危険を覚えさせる行為の禁止。
（２） 水産動植物の養殖施設又は漁労中の定置されている漁具に接近する行為の禁止。

〇 事業の届出等（第４条ほか）
 海水浴場、催し物、マリーナ、プレジャーボート提供

（ダイビング、シュノーケリング、水上オートバイ、SUP、
カヌー・カヤックなど含む）を営む事業者に対し、公安
委員会への届出を義務化。

〇 欠格事由等（第14条）
 重大な法令違反をおこなった者や暴力団等の市場へ

の参入を排除。

○ 公安委員会等の勧告等（第20条）
 条例に掲げる措置を採っていない場合における、当該海
域レジャー業者に対する勧告の実施。

 勧告に従わない場合における公表、なお正当な理由なく勧
告に従わない場合における指示の実施。

 警察官による海域レジャー業者に対する応急措置の指示。

○ 事業の停止等（第21条）
 海域レジャー業者が条例に違反した場合の事業停止命令。
 海水浴場の廃止、催物開催の中止、事業廃止命令。

○ 安全対策優良海域レジャー業者の指定
（第23条）

 公安委員会は、安全対策が公安委員会規則で定める基準

に適合していると認められる海域レジャー提供業者を、指
定。

 安全対策優良標示の交付、見やすい場所への掲示。
 基準に適合していないことが明らかにな った場合の指定取
り消し。

○ 指導、 講習、海域等の状況の調査、海
上安全指導員協議会の設置、立入検査等
（第24条から第29条まで）

＜事業者による安全上の措置＞ ＜実効性確保のための措置＞
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沖縄県水上安全条例の更なる改正；有識者委員会の提言（令和６年１２月）

＜今次条例改正に関する提言等のポイント＞

（１）事業届出及び行政処分の一元化
複数業種を届出する場合における事業者側の負担軽減を図るため、事業届出を一元化。事業者に対する規範意識の向上を図り、水難事故防止対策を徹底させるため、行政処分を行う場合
には、事業者が届出した全ての業種及び管理・運営する全ての店舗も処分の対象とする。

（２）新アクティビティの規定及び業種の整理
カヌー等及び水上設置遊具を新たな業種として条例に新設し、事故防止等の措置を定める（カヌー等のツアーガイドに係る資格のあり方、スキンダイビングに対する安全対策のあり方などに
ついても討議）。

（３）船上における見張り等の実施
船舶職員及び小型船舶操縦者法並びに海上衝突予防法において、船舶の操縦者について「適切な見張りの実施」が規定
されており、マリンレジャーに用いる船舶も対象。他方で、現在、潜水業やスノーケリング業を営む事業者の中には、単独で
船の操船及び利用者のツアーガイドを行うところがあり、潜水やスノーケリングのため船舶を無人状態としたことにより、海
中で意識を消失した罹災者の船上引き上げが困難となり、迅速な救護措置を採ることができなかった事案が発生。
ついては、「適切な見張り」を定める上記法律の趣旨をより実効あらしめるため、一歩踏み込んで、「船上からの監視によ

る水難事故防止対策及び水難事故発生時における人命救助に必要な手段を尽くし、潜水やスノーケリングをする者の生命、
身体及び財産を保護するため、船上において見張り等を実施する要員を置く」とし、違反した場合は行政指導や行政処分を
行えるようにする。
なお、本件決議に際し、以下のような意見あり。
○船舶の見張りの確保については賛成であるが、複数の船舶のうちから１名の見張り要員を置く運用が可能な場合、船舶の無人化の禁止は規定する必要はない。
○水中又は船上における監視の努力義務であれば賛成であるが、船上の無人状態を条例違反とするのであれば、単独の事業者は営業が困難となるため反対。
○離島は単独の事業者が多いことから、見張り要員等の確保に要する期間を考慮し、今回の条例改正においては反対船上における見張り等を行う要員に関して規定した場合、単独経営の
事業者に対して多大な影響を及ぼす可能性があることから、事前の情報発信や、改正条例の制定時において経過措置を設けるなど、所要の配慮をすべきであると考えます。

（４） 行政指導、罰則等の強化
海水浴場開設者に係る事故防止等の措置に関し、従前の努力義務を義務に改め、 条例違反時における指導、勧告等行政指導の対象とする。

事業者に係る事故防止等の措置に関し、酒気を帯びた利用者に対するマリンレジャーの提供規制、利用者に対して救命
胴衣等を着用させる義務、潜水時やスノーケリング時における利用者への案内方法等を定める。事業者の有無にかかわら
ず、マリンレジャーを行う者に対して救命胴衣等を着用する努力義務を定める。また、船舶の操船者に対して酒気帯び操船
等を禁止するとともに、違反行為に対する罰則を定める。



沖縄県水上安全条例の周知（令和３年改正時）

11（沖縄県警察本部）



沖縄県水上安全条例の周知（令和３年改正時）

12（沖縄県警察本部）



事故事例を活用した具体的対策の浸透

1313



具体の事故要因・事例を活用した対策の浸透
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観光客等利用者の啓発

15（沖縄県観光文化スポーツ部、OMSB）



観光客等利用者の啓発

16（沖縄県観光文化スポーツ部、OMSB）



観光客等利用者の啓発

17（沖縄県観光文化スポーツ部、OMSB）



18（沖縄県総務部、観光文化スポーツ部）

沖縄県宿泊税（観光目的税）：利用者負担による安全対策の推進
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